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１ 概  要                 

（１）概 況  （第1・3・6-2表、第1図）   

 平成21年12月31日現在で実施した平成21年工業統計調査（従業者4人以上の製造事業所についての集

計）の大阪府における主要項目の結果は次のとおりであった。 

 ①  事業所数は2万1362事業所、従業者数は48万5022人、製造品出荷額等は14兆8062億円であった。 

 ②  前年と比較すると、事業所数2838事業所（▲11.7％）減、従業者数4万1768人（▲7.9％）減、製造

品出荷額等3兆3518億円（▲18.5％）減と、いずれもが前年と比べて減少した。 

 ③ 現金給与総額は2兆1157億円（前年比▲10.7％減）、原材料使用額等は8兆4890億円（同▲23.1％

減）であった。 

 ④ 従業者30人以上の事業所についての調査項目では、付加価値額 3兆9210億円（前年比▲15.4％減）、

生産額10兆9534億円（同▲19.4％減）、有形固定資産の年間投資総額6542億円（同39.5％増）、事業所敷地

面積3967万㎡（同▲0.7％減）、１日当たりの用水使用量563万㎥（同▲4.5％減）であった。 

（２）産業別の状況  （第3表）    
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   第１図  事業所数・従業者数及び年間投資総額の推移
　　　      　　　　　        （従業者４人以上）① 事業所数は、前年と比べると、全ての

産業が減少した。減少数が大きい産業は、金

属製品（615事業所減）、生産用機械（313事

業所減）、繊維（307事業所減）などであった。 

 また、構成比では、金属製品が20.9％と最

も多く、次いで生産用機械11.0％、プラスチ

ック製品8.1％の順となっている。 

② 従業者数は、前年と比べると、金属製

品（8897人減）、生産用機械（7561人減）、繊

維（3026人減）など22産業が減少した。 

一方、増加したのは、情報通信機械（147人 

増）、石油・石炭（50人増）の2産業であった。 

また、構成比では、金属製品が13.5％と最も多く、次いで食料品9.9％、生産用機械9.0％の順となっ

ている。 

③ 製造品出荷額等は、前年と比べると、鉄鋼（6415億円減）、生産用機械（5206億円減）、金属製品 

（3232億円減）など22産業が減少した。一方、増加したのは、食料品（29億円増）、情報通信機械（16億

円増）の2産業であった。 

また、構成比では、化学が13.3％と最も多く、次いで金属製品8.8％、鉄鋼8.7％の順となっている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

第１表 年次別統計表（事業所数､従業者数､製造品出荷額等､付加価値額､年間投資総額）

（従業者４人以上）（指数：平成１７年＝１００）

事   業   所   数 従   業   者   数 製 造 品 出 荷 額 等 付加価値額 (30人以上) 年間投資総額 (30人以上)

  年  次 実 数 指 数 前年比 実  数 指 数 前年比 実  数 指 数 前年比 実  数 指 数 前年比 実  数 指 数 前年比

(%) (人) (%) (百万円) (%) (百万円) (%) (百万円) (%)

平成10年 35 835 140.8 103.3 690 277 131.2 97.5 19 057 738 116.9 92.9 5 135 845 110.9 90.4 615 151 123.1 100.6

　　11　 32 386 127.2 90.4 643 303 122.3 93.2 17 625 228 108.1 92.5 5 013 038 108.2 97.6 551 145 110.3 89.6

　　12　 32 364 127.1 99.9 625 602 118.9 97.2 17 513 929 107.4 99.4 4 899 239 105.8 97.7 447 626 89.6 81.2

　　13　 29 455 115.7 91.0 601 027 114.2 96.1 16 750 341 102.8 95.6 4 719 555 101.9 96.3 462 736 92.6 103.4

　　14　 26 902 105.7 91.3 561 771 106.8 93.5 15 797 409 96.9 94.3 4 804 286 103.7 101.8 404 489 81.0 87.4

　　15　 27 227 107.0 101.2 544 686 103.5 97.0 15 544 946 95.4 98.4 4 650 985 100.4 96.8 340 590 68.2 84.2

　　16　 24 822 97.5 91.2 530 407 100.8 97.4 15 961 123 97.9 102.7 4 742 634 102.4 102.0 459 612 92.0 134.9

　　17　 25 454 100.0 102.5 526 216 100.0 99.2 16 301 874 100.0 102.1 4 631 452 100.0 97.7 499 548 100.0 108.7

　　18　 23 564 92.6 92.6 517 935 98.4 98.4 16 647 826 102.1 102.1 4 528 248 97.8 97.8 422 179 84.5 84.5

　　19　 23 553 92.5 100.0 532 460 101.2 102.8 17 961 504 - - 4 695 008 - - 500 285 100.1 118.5

　　20　 24 200 95.1 102.7 526 790 100.1 98.9 18 158 008 - 101.1 4 636 775 - 98.8 468 943 93.9 93.7

　　21　 21 362 83.9 88.3 485 022 92.2 92.1 14 806 158 - 81.5 3 920 977 - 84.6 654 208 131.0 139.5

　※平成１０年～平成１３年の数値については、平成１４年より調査対象外となった「新聞業」「出版業」の数値を差し引いた数値となっています。

　※平成１９年調査において、調査項目を変更したことにより、平成１９年以降の製造品出荷額等及び付加価値額は平成１８年以前の数値とは接続しません。
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（３）従業者規模別の状況  （第4表、第2図） 

 事業所数、従業者数、製造品出荷額等を従業者規模別（小規模層：従業者4～29人、中規模層：同30～ 

299人、大規模層：同300人以上）にみると、事業所数では小規模層1万8605事業所（構成比87.1％）、中 

規模層2598事業所（同12.2％）、大規模層159

事業所（同0.7％）と小規模層の構成比が高

い。従業者数では、小規模層18万7265人（構

成比38.6％）、中規模層18万6571人（同

38.5％）、大規模層11万1186人（同22.9％）

である。製造品出荷額等では、小規模層3兆

510億円（構成比20.6％）、中規模層5兆6042

億円（同37.9％）、大規模層6兆1510億円（同

41.5％）と、中規模層、大規模層の構成比が

高い。 

4～29人

87.1%

30～299人

12.2%

300人以上

0.7%

事業所数 2万1362事業所

小規模層

中規模層

大規模層

第２図 従業者規模別構成比 （従業者４人以上）

4～29人

38.6%

30～299人

38.5%

300人以上

22.9%

従業者 48万5022人

4～29人

20.6%

30～299人

37.9%

300人以上

41.5%

製造品出荷額等 14兆8062億円

（４）地域別の状況  （第14-1表、第3図） 

 事業所数、従業者数、製造品出荷額等を地

域別（5地域区分）でみると、事業所数は、

大阪市地域、東大阪地域、泉州地域、北大阪

地域、南河内地域の順となっており、従業者

は東大阪地域、大阪市地域、泉州地域、北大

阪地域、南河内地域の順に、また、製造品出

荷額等は東大阪地域、泉州地域、大阪市地

域、北大阪地域、南河内地域の順となってい

る。中でも大阪市地域、東大阪地域の２地域

をあわせると事業所数で構成比68.2％、従業

者数で同61.3％、製造品出荷額等で同54.2％

といずれも大阪府域の過半数を占めている。 

 

 

 

 

 第３図  地域別構成比 （従業者４人以上）
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（５）全国に占める大阪府の位置  （第2・10表、第4・5図） 

 ① 経済産業省経済産業政策局調査統

計部「平成21年工業統計表産業編[概要

版]」（従業者4人以上）によると、全国

の事業所数は23万5817事業所（前年比▲

10.4％減）、従業者数は773万5789人（同

▲7.5％減）、製造品出荷額等は265兆

2590億円（同▲21.0％減）であった。一

方、大阪府も全国同様、事業所数、従業

者数及び製造品出荷額等全てが減少し

た。 

第４図 主要都道府県別事業所数及び製造品出荷額等
                            （従業者４人以上）
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） ② 都道府県別にみると、大阪府は、

事業所数で第1位、従業者数で愛知県に

次いで第2位、製造品出荷額等で愛知

県、静岡県、神奈川県に次いで第4位の

位置を占めている。 

食料品
飲料･たばこ

繊維

木材

家具

ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙

印刷

化学

石油･石炭

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

ゴム製品
なめし革

窯業･土石
鉄鋼

非鉄金属
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第５図　産業中分類特化係数（製造品出荷額等）
　　　　　　　　 　　　　 (従業者4人以上）

２

１

 ③ 大阪府の産業別特徴を製造品出荷

額等の特化係数（全国の産業中分類別構

成比に対する大阪府の産業中分類別構成

比の割合）でみると、金属製品が1.9と

最も高く、次いで繊維1.6、印刷1.6、は

ん用機械1.6、石油・石炭1.6、家具1.6

の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第２表  主　要　都  道  府  県  別  統  計  表

    (従業者4人以上)

    事    業    所    数      従     業     者     数         製       造       品       出       荷       額       等

都道府県 1事業所  従業者

平成21年 平成20年 前年比 平成21年 平成20年 前年比 平成21年 平成20年 前年比 増減額 寄与率  当たり 1人当たり

(%) (人) (人) (%) (百万円) (百万円) (%) (百万円) (%) (万円) (万円)

全    国  235 817  263 061 89.6 7 735 789 8 364 607 92.5 265 259 031 335 578 825 79.0 -70 319 794 100.0  112 485  3 429

   

大 阪 府  21 362  24 200 88.3  485 022  526 790 92.1 14 806 158 18 158 008 81.5 -3 351 850 4.8  69 311  3 053

北 海 道  6 136  6 618 92.7  177 113  185 625 95.4 5 202 551 5 917 424 87.9 - 714 873 1.0  84 787  2 937

東 京 都  16 469  19 287 85.4  324 995  362 825 89.6 8 023 647 10 203 865 78.6 -2 180 218 3.1  48 720  2 469

神奈川県  9 642  11 031 87.4  389 280  425 078 91.6 14 868 385 19 497 483 76.3 -4 629 098 6.6  154 204  3 819

静 岡 県  11 266  12 535 89.9  411 551  446 577 92.2 15 050 953 19 177 718 78.5 -4 126 765 5.9  133 596  3 657

愛 知 県  19 695  21 837 90.2  801 450  857 315 93.5 34 431 322 46 421 228 74.2 -11 989 906 17.1  174 823  4 296

京 都 府  5 330  5 932 89.9  146 346  158 225 92.5 4 675 054 5 654 463 82.7 - 979 409 1.4  87 712  3 195

兵 庫 県  10 138  11 147 90.9  362 847  385 847 94.0 13 423 028 16 512 792 81.3 -3 089 764 4.4  132 403  3 699

広 島 県  5 638  6 157 91.6  205 008  220 032 93.2 7 917 797 10 293 547 76.9 -2 375 750 3.4  140 436  3 862

福 岡 県  6 434  6 970 92.3  216 161  227 758 94.9 7 767 530 8 596 534 90.4 - 829 004 1.2  120 726  3 593

　資料  経済産業省経済産業政策局調査統計部  平成21年 工業統計表　産業編「概要版」 
　　　　経済産業省経済産業政策局調査統計部  平成20年 工業統計表　「市区町村編」  
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２ 事 業 所 数 

 事業所数は、2万1362事業所で、前年に比べ2838事業所（▲11.7％）の減少となった。 

（１）産業別状況  （第3・8表、第6図） 

 産業別にみると、金属製品が4468事業所（構成比20.9％）と最も多く、次いで生産用機械2343事業所

（同11.0％）、プラスチック製品1727事業所（同8.1％）の順となっている。 

産業小分類別でみると、金属製品では、「建設用・建築用金属製品（製缶板金業を含む）」、生産用機械

では、「その他の生産用機械・同部分品」、プラスチック製品では、「その他のプラスチック製品」がそれ

ぞれの第1位を占めている。 

繊維
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印刷

8.0%

金属製品

20.9%

生産用

機械

11.0%
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27.8%
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組立型

26.9%

第６図　事業所数の産業別構成比（従業者４人以上）

（事業所数　2万1362事業所)前年と比べると、24産業全て

が減少した。減少数が大きい産

業は、金属製品615事業所（▲

12.1％）減、生産用機械313事業

所(▲11.8％)減、繊維307事業所

（▲16.8％）減などであった。 

  産業3類型別構成比をみると、

基礎素材型産業45.3％（9684事

業所）、生活関連・その他型産業

27.8％（5933事業所）、加工組立

型産業26.9％（5745事業所）と

なっている。 

（２）従業者規模別状況     

（第4・5表、第7図） 

規模別にみると、小規模層1万

8605事業所(構成比87.1％)、中

規模層2598事業所（同12.2％)、

大規模層159事業所（同0.7％）

となっている。 
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21.9%
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電気機械
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第７図  事業所数の規模別産業構成比
                       （従業者４人以上）

前年と比べると、小規模層

2678事業所（▲12.6％）減、中

規模層163事業所（▲5.9％）減、

大規模層3事業所（1.9％）増と

なっている。 

 産業別及び産業3類型別の構成

比をみると、次のとおりである。 

〔小規模層〕 

 金属製品21.9％（4080事業所）、

生産用機械11.3％（2103事業所）、

プラスチック製品 8.2％（1521

事業所）の順となっている。 

 類型別にみると、基礎素材型

産業45.4％（8442事業所）、生活

関連・その他型産業28.0％(5209

事業所）、加工組立型産業26.6％

（4954事業所）となっている。 

〔中規模層〕 

 金属製品14.8％（384事業所）、

食料品10.0％（259事業所）、生

産用機械8.7％（226事業所）の

順となっている。 
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 類型別にみると、基礎素材型産業45.8％（1191事業所）、加工組立型産業27.7％（720事業所）、生活関

連・その他型産業26.4％（687事業所）となっている。 

〔大規模層〕 

 食料品17.6％（28事業所）、化学11.3％（18事業所）、はん用機械10.7％（17事業所）の順となっている。 

 類型別にみると、加工組立型産業44.7％（71事業所）、基礎素材型産業32.1％（51事業所）、生活関連・

その他型産業23.3％（37事業所）となっている。 

（３）地域別状況  （第11・14－1表、第8図） 

 地域別にみると、大阪市地域7340事業所（構成比34.4％）、東大阪地域7222事業所（同33.8％）、泉州地

域3624事業所（同17.0％）、北大阪地域1861事業所（同8.7％）、南河内地域1315事業所（同6.2％）の順と

なっている。 

前年と比べると、大阪市地域1102事業所（▲13.1％）減、東大阪地域887事業所（▲10.9％）減、泉州地

域421事業所（▲10.4％）減、北大阪地域276事業所（▲12.9％）減、南河内地域152事業所（▲10.4％）減

と全ての地域で減少した。 

 産業別の構成比をみると、次のとおりである。 

〔大阪市地域〕 金属製品19.1％（1402事業所）、印刷14.1％（1038事業所）、生産用機械9.3％（679事業

所）の順となっている。 

〔北大阪地域〕 金属製品18.9％（351事業所）、生産用機械14.5％（270事業所）、電気機械9.0％（167事

業所）の順となっている。 

〔東大阪地域〕 金属製品24.3％（1756事業所）、生産用機械13.3％（960事業所）、プラスチック製品

11.3％（817事業所）の順となっている。 

〔南河内地域〕 金属製品23.0％（302事業所）、プラスチック製品11.4％（150事業所）、生産用機械

8.6％（113事業所）の順となっている。 

〔泉州地域〕  繊維20.5％（743事業所）、金属製品18.1％（657事業所）、生産用機械8.9％（321事業

所）の順となっている。 
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第８図 事業所数の地域別産業構成比（従業者４人以上） 

 

 

 

- 11 -



３ 従 業 者 数 

 従業者数は、48万5022人で、前年に比べ4万1768人（▲7.9％）の減少となった。 

 また、1事業所当たりの従業者数は22.7人で、前年に比べ0.9人（4.3％）の増加となった。 

（１）産業別状況    （第3・8・9表、第9図） 

 産業別にみると、金属製品が6万5348人（構成比13.5％）と最も多く、次いで食料品4万8151人（同

9.9％）、生産用機械4万3485人（同9.0％）の順となっている。 

 産業小分類別でみると、金属製品では、「建設用・建築用金属製品（製缶板金業を含む）」、食料品では、

「その他の食料品」、生産用機械では、「その他の生産用機械・同部分品」がそれぞれの第1位を占めてい

る。 

 前年と比べると、24産業のうち22産業が減少し、2産業が増加した。減少した産業は、金属製品8897人

（▲12.0％）減、生産用機械7561人（▲14.8％）減、繊維3026人（▲13.1％）減などであった。一方、増

加した産業は、情報通信機械147人（1.2％）増、石油・石炭50人（3.0％）増であった。 

産業3類型別構成比をみると、基礎素材型産業40.8％（19万7707人）、加工組立型産業33.1％（16万554

人）、生活関連・その他型産業26.1％（12万6761人）となっている。 

１事業所当たりの従業者数を前年

と比べると、24産業のうち21産業が

増加し、3産業が減少した。増加した

産 業 は 情 報 通 信 機 械 19.6 人

（17.8 ％）増、電子部品3.3 人

（7.5％）増、はん用機械3.1人

（12.2％）増などであった。一方、

減少した産業は、業務用機械2.3人

（▲8.9％）減、生産用機械0.7人

（▲3.4％）減、パルプ・紙0.0人

（▲0.2％）減であった。 

 また、１事業所当たりの従業者数

の多い産業は、情報通信機械129.8人、

化学55.4人、電子部品48.0人の順と

なっている。一方、少ない産業は、

なめし革10.2人、繊維13.2人、金属

製品14.6人の順となっている。 

金属製品
13.5%

生産用
機械
9.0%

プラスチック

製品6.7%

電気
機械
5.8%

印刷
6.3%

食料品
9.9%

鉄鋼　　　　4.3%
パルプ・紙　3.2%
非鉄金属　　2.1%
窯業・土石　1.7%
ゴム製品　　1.3%
木材　　　　0.8%
石油・石炭　0.4%

  飲料・たばこ　0.4%
  なめし革　　　0.5%
  家具　　　　　2.4%
  その他　　　　2.4%
  繊維　 　　　 4.2%

  

第９図　従業者数の産業別構成比（従業者４人以上）

（従業者数　48万5022人）

基礎
素材型
 40.8%

加工
組立型
 33.1%

生活関連・
その他型
 26.1%

化学
 6.8%

業務用機械　　1.7%
電子部品　　　2.3%

情報通信機械　2.5%

輸送用機械　　5.2%

はん用

機械

6.6%

 （２）従業者規模別状況    （第4・5表、第10図） 

規模別にみると、小規模層18万7265人（構成比38.6％）、中規模層18万6571人（同38.5％）、大規模

層11万1186人（同22.9％）となっている。 

前年と比べると、小規模層2万3658人（▲11.2％）減、中規模層1万7973人（▲8.8％）減、大規模層137

人（▲0.1％）減であった。  

  産業別及び産業3類型別の構成比をみると、次のとおりである。 

〔小規模層〕 

 金属製品20.8％（3万8871人）、生産用機械10.7％（2万130人）、プラスチック製品8.7％（1万6256人）

の順となっている。 

 類型別にみると、基礎素材型産業45.8％（8万5768人）、生活関連・その他型産業27.3％（5万1177人）、

加工組立型産業26.9％（5万320人）となっている。 

〔中規模層〕 

 金属製品13.3％（2万4786人）、食料品12.6％（2万3549人）、化学8.4％（1万5600人）の順となってい

る。 

 類型別にみると、基礎素材型産業44.8％（8万3505人）、生活関連・その他型産業27.8％（5万1849人）、

加工組立型産業27.5％（5万1217人）となっている。 

〔大規模層〕 

 食料品14.0％（1万5584人）、輸送用機械13.2％（1万4714人）、化学11.2％（1万2464人）の順となってい
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る。 

 類型別にみると、加工組立型産業53.1％（5万9017人）、基礎素材型産業25.6％（2万8434人）、生活関連・

その他型産業21.3％（2万3735人）となっている。 第10図 従業者数の規模別産業構成比 

（従業者４人以上） （３）地域別状況   (第11・14-1表、第11図)   

 地域別にみると、東大阪地域16万4579人（構成比33.9％）、

大阪市地域13万2987人（同27.4％）、泉州地域9万6885人 

（同20.0％）、北大阪地域6万2013人（同12.8％）、南河内地域

2万8558人（同5.9％）の順となっている。          
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化学

11.2%
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輸送用機械

13.2%

はん用

機械
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機械
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14.6%
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家具　　　 4.4%

電子部品　 4.6%

電気機械   7.0%

情報

通信機械

8.5%

大規模層（11万1186人)

前年と比べると、大阪市地域1万4211人（▲9.7％）減、東

大阪地域1万3323人（▲7.5％）減、泉州地域6178人（▲

6.0％）減、北大阪地域5495人（▲8.1％）減、南河内地域

2561人（▲8.2％）減と全ての地域で減少した。 

 産業別構成比をみると、次のとおりである。 

〔大阪市地域〕金属製品14.7％（1万9539人）、印刷12.8％（1

万7023人）、化学10.5％（1万3969人）の順となっている。 

〔北大阪地域〕輸送用機械15.3％（9462人）、食料品14.4％ 

（8934人）、化学9.7％（6033人）の順となっている。 

〔東大阪地域〕金属製品14.4％（2万3751人）、生産用機械

10.7％（1万7583人）、プラスチック製品9.1％（1万5024人）

の順となっている。 

〔南河内地域〕食料品18.7％（5351人）、金属製品15.1％

（4305人）、プラスチック製品10.2％（2927人）の順となって

いる。 

〔泉州地域〕金属製品12.2％（1万1832人）、食料品11.8％（1

万1406人）、繊維10.0％（9656人）の順となっている。 

 

 第１１図 従業者数の地域別産業構成比（従業者４人以上） 
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４ 製 造 品 出 荷 額 等 

 製造品出荷額等は、14兆8062億円で、前年に比べ3兆3518億円（▲18.5％）の減少となった。 

１事業所当たりの製造品出荷額等は、6億9311万円で、前年に比べて5722万円（▲7.6％）の減少となっ

た。 

なお、従業者１人当たりの製造品出荷額等は、3053万円で前年に比べ394万円（▲11.4％）の減

少となった。 

（１）産業別状況    （第3・8・9表、第12・13図） 

  産業別にみると、化学が1兆

9695億円（構成比13.3％）と最

も多く、次いで金属製品1兆3024

億円（同8.8％）、鉄鋼1兆2928億

円（同8.7％）の順となっている。 

生産用
機械
6.7%

鉄鋼
8.7%

金属製品
8.8%

化学
13.3%

はん用
機械
5.9%

食料品
7.3%

石油・石炭

6.2%

(製造品出荷額等　14兆8062億円)

第12図　製造品出荷額等の産業別構成比（従業者4人以上）
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その他　　　　1.3%
繊維　　　　　2.4%
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電気機械　　　5.3%

 産業小分類別でみると、化学で

は、「医薬品」、金属製品では、「建

設用・建築用金属製品（製缶板金

業を含む）」、鉄鋼では、「製鋼を行

わない鋼材（表面処理鋼材を除

く）」がそれぞれの第1位を占めて

いる。 

前年と比べると、24産業のうち

22産業が減少し、2産業が増加した。

減少した産業は、鉄鋼6415億円

（▲33.2％）減、生産用機械5206

億円（▲34.6％）減、金属製品

3232億円（▲19.9％）減などであ

った。一方、増加した産業は、食

料品29億円（0.3％）増、情報通信

機械16億円（0.2％）増であった。 

 産業3類型別構成比をみると、基

礎素材型産業50.4％（7兆4615億

円）、加工組立型産業32.5％（4兆

8114億円）、生活関連・その他型産

業17.1％（2兆5333億円）となって

いる。 

第13図　製造品出荷額等の産業別対前年増減率
（従業者４人以上）
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１事業所当たりの製造品出荷額

等を産業別に前年と比べると、24

産業のうち17産業が減少し、7産業

が増加した。 

減少した産業は、石油・石炭10

億7058万円（▲6.3％）減、鉄鋼7

億3821万円（▲27.4％）減、電子

部品5億1949万円（▲17.1％）減な

どであった。一方、増加した産業

は、情報通信機械10億1143万円

（16.6％）増、食料品9143万円

（9.4％）増、飲料・たばこ1903万

円（0.9％）増などであった。 

 なお、府平均の１事業所当たりの製造品出荷額等（6億9311万円）を上回っているのは、石油・石炭159

億8572万円、情報通信機械71億917万円、化学32億8798万円など11産業であった。 
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 従業者１人当たりの製造品出荷額等を産業別に前年と比べると、24産業のうち23産業が減少し、1産業

が増加した。 

減少した産業は、石油・石炭9300万円（▲15.0％）減、鉄鋼2766万円（▲30.7％）減、電子部品1553万

円（▲22.9％）減などであった。一方、増加した産業は、食料品82万円（3.8％）増であった。 

 なお、府平均の従業者１人当たりの製造品出荷額等（3053万円）を上回っているのは、石油・石炭5億

2853万円、飲料・たばこ1億67万円、鉄鋼6231万円など8産業であった。 

（２）従業者規模別状況    （第4・5表、第14図） 

 規模別にみると、大規模層6兆1510億円（構成比41.5％）、中規模層5兆6042億円（同37.9％）、小規模層

3兆510億円（同20.6％）となっている。 

 前年と比べると、中規模層1兆7279億円（▲23.6％）減、大規模層8531億円（▲12.2％）減、小規模層

7709億円（▲20.2％）減であった。 

 産業別及び産業3類型別の構成比をみる

と、次のとおりである。 
第14図  製造品出荷額等の規模別産業構成比
                    （従業者４人以上）
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中規模層(5兆6042億円）

非鉄金属　　4.2%

パルプ・紙  4.2%

はん用機械　4.6%

 金属製品19.8％（6030億円）、生産用機

械9.3％（2839億円）、鉄鋼7.7％（2345億

円）の順となっている。 

 類型別にみると、基礎素材型産業52.1％

（1兆5890億円）、生活関連・その他型産業

24.0％（7325億円）、加工組立型産業

23.9％（7295億円）となっている。 

〔中規模層〕 

 化学13.7％（7654億円）、鉄鋼12.3％

（6918億円）、金属製品11.1％（6206億

円）の順となっている。 

 類型別にみると、基礎素材型産業56.4％

（3兆1613億円）、生活関連・その他型産業

22.9％（1兆2854億円）、加工組立型産業

20.7％（1兆1575億円）となっている。 

〔大規模層〕 

 化学17.1％（1兆514億円）、石油・石炭、

情報通信機械9.9％（6096億円）の順とな

っている。 

  類型別にみると、加工組立型産業47.5％

（2兆9244億円）、基礎素材型産業44.1％

（2兆7112億円）、生活関連・その他型産業

8.4％（5154億円）となっている。 

（３）地域別状況    （第11・14-1表、第15・16図） 

 地域別にみると、東大阪地域4兆2794億円（構成比28.9％）、泉州地域4兆2302億円（同28.6％）、大阪市

地域3兆7475億円（同25.3％）、北大阪地域1兆9688億円（同13.3％）、南河内地域5802億円（同3.9％）の

順となっている。 

 前年と比べると、東大阪地域1兆34億円（▲19.0％）減、泉州地域9902億円（▲19.0％）減、大阪市地

域8415億円（▲18.3％）減、北大阪地域3650億円（▲15.6％）減、南河内地域1516億円（▲20.7％）減で

あった。 

 産業別の構成比をみると、次のとおりである。 

〔大阪市地域〕 

  化学24.3％（9104億円）、鉄鋼12.9％（4825億円）、金属製品9.9％（3693億円）の順となっている。 

〔北大阪地域〕 

 化学15.5％（3053億円）、輸送用機械13.0％（2554億円）、食料品11.5％（2262億円）の順となってい
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る。 

〔東大阪地域〕 

 電気機械11.4％（4900億円）、電子部品9.7％（4160億円）、金属製品9.6％（4117億円）、の順となって

いる。 

〔南河内地域〕食料品17.1％（990億円）、 

金属製品14.1％（818億円）、鉄鋼10.5％ 
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第15図　地域別製造品出荷額等（従業者4人以上）

（610億円）の順となっている。 

〔泉州地域〕 

 石油・石炭21.0％（8863億円）、化学 

12.7％(5372億円)、鉄鋼11.7％（4935億円） 

の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第１６図 製造品出荷額等の地域別産業構成比（従業者４人以上）  
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５ 付 加 価 値 額 （従業者30人以上） 

 付加価値額は、3兆9210億円で、前年に比べ7158億円（▲15.4％）の減少となった。 

（１）産業別状況    （第3表、第17図） 
第17図　付加価値額の産業別構成比　（従業者30人以上）
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輸送用機械　 　4.8%

はん用機械　　 5.7%
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産業別にみると、化学が1兆

83 億円（構成比 25.7％）と最

も多く、次いで食料品 3744 億

円（同 9.5％）、金属製品 2579

億円（同 6.6％）の順となって

いる。 

前年と比べると、24 産業の

うち 21 産業が減少し、3 産業

が増加した。減少した産業は、

石油・石炭 1308 億円（▲

60.2％）減、輸送用機械 1027

億円（▲35.5％）減、鉄鋼 991

億円（▲33.2％）減などであっ

た。一方、増加した産業は、情

報通信機械560億円（29.4％）

増、木材 16 億円（10.6％）増、

飲料・たばこ14億円（4.5％）

増であった。 

 産業3類型別構成比をみると、基礎素材型産業50.9％（1兆9944 億円）、加工組立型産業31.6％（1兆

2404億円）、生活関連・その他型産業17.5％（6862億円）となっている。 

（２）従業者規模別状況    （第4表） 

 規模別にみると、大規模層1兆9927億円（構成比50.8％）、中規模層1兆9283億円（同49.2％）とな

っている。 

 前年と比べると、中規模層3775億円（▲16.4％）減、大規模層3383億円（▲14.5％）減となった。 

（３）付加価値率    

（第3表、第18図） 

第18図   付 加 価 値 率（従業者30人以上）
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 付加価値率 (生産額に占

める付加価値額の割合) を

みると、産業平均で 35.1％

と前年に比べ 1.9 ポイント

上昇した。 

  産業別にみると、付加価

値率の高い産業は、化学

57.5％、業務用機械 44.5％、

印刷 44.0％の順となってい

る。一方、低い産業は、石

油・石炭 13.3％、鉄鋼

19.3％、非鉄金属 19.7％の

順となっている。 
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６ 現 金 給 与 総 額 

 常用労働者に支払われた1年間の現金給与総額は、2兆1157億円で、前年に比べ2523億円（▲10.7％）の

減少となった。 

 また、常用雇用者１人当たりの現金給与額（従業者30人以上）は471万円で、前年に比べ27万円（▲

5.5％）の減少となった。 

（１）産業別状況    （第3・9表、第19図） 

産業別にみると、金属製品が2643億円（構成比12.5％）と最も多く、次いで生産用機械2088億円（同

9.9％）、化学1885億円（同8.9％）の順となっている。 

  前年と比べると、24産業のうち22産業が減少し、2産業が増加した。減少した産業は、生産用機械595億

円（▲22.2％）減、金属製品466億円（▲15.0％）減、電気機械175億円（▲12.6％）減などであった。一

方、増加した産業は、石油・石炭12億円（9.4％）増、飲料・たばこ6億円（8.0％）増であった。 

  常用雇用者1人当たりの現金給与額（従業者30人以上）の高い産業は石油・石炭930万円、情報通信機械

716万円、家具584万円の順となっている。 

前年と比べると、24産業のうち18産業が減少し、6産業が増加した。減少した産業は、情報通信機械85

万円（▲10.6％）減、生産用機械67万円（▲11.8％）減、非鉄金属63万円（▲11.2％）減などであった。

一方、増加した産業は、飲料・たばこ64万円（13.9％）増、家具62万円（11.9％）増、石油・石炭59万円

（6.8％）増などであった。 

（２）従業者規模別状況（従業者30人以上）    （第9表） 

 常用雇用者1人当たりの現金給与額は大規模層で563万円、中規模層で416万円となっている。 

前年と比べると、大規模層50万円（▲8.1％）減、中規模層20万円（▲4.7％）減となっている。 

 

 

 

第19図　　常用雇用者1人当たりの現金給与額　　　（従業員30人以上）
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７ 原 材 料 使 用 額 等 

  原材料使用額等は、8兆4890億円で、前年に比べ2兆5473億円（▲23.1％）の減少となった。 

 (１)産業別状況    （第3表、第20図） 

 産業別にみると、鉄鋼が

9555億円（構成比11.3％）

と最も多く、次いで化学

7493億円（同8.8％）、金属

製品7074億円（同8.3％）

の順となっている。 

前年と比べると、24産業

のうち23産業が減少し、1

産業が増加した。減少した

産業は、鉄鋼5467億円（▲

36.4％）減、生産用機械

4107億円（▲40.9％）減、

化学3083億円（▲29.1％）

減などであった。一方、増

加した産業は、食料品33億 

円（0.6％）増であった。 

（２）原材料率（従業者30人以上)  （第3表、第21図） 

第20図 原材料使用額等の産業別構成比（従業者４人以上）
(原材料使用額等 8兆4890億円)
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 原材料率（生産額に占め

る原材料使用額等の割合）

をみると、産業平均で

61.3％と前年に比べ2.8ポ

イントの低下となった。 

第21図   原  材  料  率  （従業者30人以上）
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 産業別にみると、原

材料率の高い産業は、

石油・石炭84.7％、非

鉄金属77.5％、鉄鋼

76.5％の順となってい

る。一方、低い産業は、

化学38.0％、窯業・土

石46.9％、業務用機械

52.4％の順となってい

る。 
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８ 生 産 額 及 び 在 庫 額 （従業者30人以上） 

（１）生産額  （第3表、第22図） 

 生産額は、10兆9534億円で前年に比べ2兆6363億円（▲19.4％）の減少となった。 

  産業別にみると、化学1兆

7500億円（構成比16.0％）と最

も多く、次いで鉄鋼1兆110億円

（同9.2％）、食料品8875億円

（同8.1％）の順となっている。 
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 前年と比べると、24産業全て

の産業で減少した。減少額の大

きい産業は、鉄鋼5349億円（▲

34.6％）減、生産用機械4315億

円（▲40.5％）減、化学2677億

円（▲13.3％）減などであった。 

 産業3類型別構成比をみると、

基礎素材型産業51.0％（5兆

5818億円）、加工組立型産業

33.2％（3兆6374億円）、生活関

連・その他型産業15.8％（1兆

7342億円）となっている。 

 

（２）在庫額  （第3表） 

 製造品等年末在庫額（従業者30人以上の事業所における「製造品」及び「半製品・仕掛品」の年末在庫

額）は、8432億円で、前年年末在庫額に比べ、1584億円（▲15.8％）の減少となった。 

 産業別に前年年末在庫額と比べると、24産業のうち22産業が減少し、2産業が増加した。減少した産業

は、生産用機械432億円（▲29.2％）減、石油・石炭213億円（▲52.5％）減、化学195億円（▲12.7％）

減などであった。一方、増加した産業は、電子部品17億円（12.0％）増、食料品3億円（1.4％）増であっ

た。 

（３）在庫率    （第3表、第23図） 

 在庫率（生産額に占め

る在庫額の割合）をみる

と、産業平均は8.0％で前

年に比べ0.4ポイントの上

昇となった。 

第23図   在    庫    率（従業者30人以上）
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 産業別にみると、在庫

率の高い産業は、生産用

機械16.8％、はん用機械

14.6％、繊維13.4％の順

となっている。一方、低

い産業は、食料品2.8％、

電子部品3.0％、石油・石

炭3.1％の順となっている。 
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９   年  間  投  資  総  額  〔有形固定資産〕（従業者30人以上）  （第3表、第24・25図） 

 有形固定資産の年間投資総額は、6542億円で、前年に比べ1853億円（39.5％）の増加となった。 

 産業別にみると、電子部品が1892億円（構成比28.9％）と最も多く、次いで化学975億円（同

14.9％）、窯業・土石715億円（同10.9％）の順となっている。 

前年と比べると、24産業のうち11産業が増加し、13産業が減少した。増加した産業は、電子部品1675億

円（771.7％）増、窯業・土石662億円（1244.6％）増、石油・石炭174億円（1646.2％）増などであった。

一方、減少した産業は、生産用機械197億円（▲49.2％）減、鉄鋼192億円（▲33.2％）減、プラスチック

製品129億円（▲47.7％）減などであった。 
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第24図　年間投資総額の産業別構成比（従業者30人以上）
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第25図 年間投資総額の産業別対前年比較（従業者30人以上） 
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10 工 業 用 地 及 び 工 業 用 水（従業者30人以上） 

（１）工業用地  （第6-2・14-2表、第26図） 

 事業所敷地面積は、3966万8653㎡で、前年に比べ28万9336㎡（▲0.7％）の減少となった。 

産業別にみると、鉄鋼が700万187㎡（構成比17.6％）と最も多く、次いで化学634万5465㎡（同16.0％）、

石油・石炭306万277㎡（同7.7％）の順となっている。 

前年と比べると、24産業のうち14産業が減少し、10産業が増加した。減少した産業は、生産用機械43万

393㎡（▲13.9％）減、金属製品21万3411㎡（▲6.6％）減、業務用機械9万5330㎡（▲23.9％）減などで

あった。一方、増加した産業は、窯業・土石15万3463㎡（19.3％）増、電子部品14万339㎡（30.7％）増、

輸送用機械11万3168㎡（5.3％）増などであった。 

地域別にみると、泉州地域1706万4449㎡（構成比43.0％）、東大阪地域839万429㎡（同21.2％）、大阪

市地域777万697㎡（同19.6％）、北大阪地域515万3064㎡（同13.0％）、南河内地域129万14㎡（同3.3％）

となっている。 

市町村別の構成比をみると、堺市24.4％（967万1759㎡）、大阪市19.6％（777万697㎡）、高石市7.7％

（304万3563㎡）の順となっている。 

43.0 21.2 19.6

0 20 40 60 80 100
（％）

泉州

地域

大阪市

地　域
東大阪

地　域

南河内地域     　3.3

北大阪地域      13.0
地域別
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第26図　事業所敷地面積の産業別・地域別構成比
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（事業所敷地面積 3966万8653㎡）

産業別

（％）

 １事業所当たりの敷地面

積は、1万4388㎡で前年に比

べ、690㎡（5.0％）増とな

った。産業別にみると、石

油・石炭34万31㎡、鉄鋼4万

9647㎡、化学2万9514㎡の順

となっている。 

 また、敷地面積1000㎡当

たりの生産額をみると、2億

7612万円となっている。産

業別にみると、情報通信機

械8億7367万円、電子部品8

億6675万円、電気機械5億

3839万円の順となっている。 

（２）工業用水 （第6-1・6-2・11・14-2表、第27・28図） 

  1日当たりの用水使用量は、563万4323㎥(淡水使用量466万8018㎥、海水使用量96万6305㎥)で、前年に

比べ26万5743㎥（▲4.5％）の減少となった。 

 産業別にみると、化学が172万1705㎥（構成比30.6％）と最も多く、次いで石油・石炭171万3839㎥（同

30.4％）、鉄鋼135万7713㎥（同24.1％）の順となっている。 

 地域別にみると、泉州地域395万1314㎥（構成比70.1％）、大阪市地域117万330㎥（同20.8％）、東大阪

地域29万9100㎥（同5.3％）、北大阪地域20万2185㎥（同3.6％）、南河内地域1万1394㎥（同0.2％）となっ

ている。 

地域別に使用量の大きい産業をみると、泉州地域では石油・石炭171万3803㎥（構成比43.4％）、大阪市

地域では鉄鋼71万5646㎥（同61.1％）、東大阪地域では鉄鋼17万2918㎥（同57.8％）、北大阪地域では輸送

用機械5万2174㎥（同25.8％）、南河内地域では食料品3338㎥（同29.3％）がそれぞれの地域で第1位の割

合を占めている。 

 市町村別の構成比をみると、堺市49.8％（280万5457㎥）、大阪市20.8％（117万330㎥）、高石市16.6％

（93万3760㎥）の順となっている。 

 淡水使用量を水源別にみると、回収水408万948㎥（構成比87.4％）、工業用水道35万8565㎥（同7.7％）、

上水道8万9669㎥（同1.9％）、井戸水7万5932㎥（同1.6％）、その他の淡水6万2904㎥（同1.3％）であった。 

 また、用途別では、冷却・温調用水403万1076㎥（構成比86.4％）、製品処理用水と洗じょう用水31万

610㎥（同6.7％）、その他25万3564㎥（同5.4％）、ボイラ用水5万6499㎥（同1.2％）、原料用水1万6269㎥

（同0.3％）となっている。 
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第28図  用水使用量（淡水）の水源別・用途別構成比（従業者30人以上）
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11 リ ー ス 契 約 額 及 び リ ー ス  支 払 額（従業者30人以上） 

 リース契約額は、713億5639万円で、前年に比べ403億2949万円（130.0％）の増加であり、リース支払

額は、498億1427万円で、前年に比べ61億5343万円（▲11.0％）の減少であった。 

（１）リース契約額  （第3表、第29図） 

産業別にみると、電子部品が482億8843万円（構成比67.7％）と最も多く、次いで窯業・土石62億9498

万円（同8.8％）、はん用機械26億8095万円（同3.8％）の順となっている。 

産業3類型別構成比をみると、加工組立型産業76.8％（548億2772万円）、基礎素材型産業16.8％(119億

8353万円)、生活関連・その他型産業6.4％（45億4514万円）となっている。 

前年と比べると、24産業のうち7産業が増加し、17産業が減少した。増加した産業は、電子部品446億円

7770万円（1237.4％）増、窯業・土石53億1106万円（539.8％）増、繊維2億4951万円（55.5％）増などで

あった。一方、減少した産業は、木材31億1875万円（▲98.0％）減、生産用機械12億8246万円（▲

34.4％）減、非鉄金属11億4309万円（▲77.9％）減などであった。 

 

 

 
第29図　  リース契約額の産業別構成比 （従業者30人以上）

電子部品

67.7%

窯業・

土石

8.8%

基礎

素材型

16.8%

加工

組立型

76.8%

生活

関連

6.4%

化学

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

金属製品

鉄鋼

パルプ・紙

非鉄金属

木材

ゴム製品

石油・石炭

食料品

印刷

繊維

その他

飲料･たばこ

家具

なめし革

（リース契約額　714億円）

業務用機械

情報通信機械

電気機械

輸送用機械

生産用機械

はん用機械

0.1%

0.1%

0.7%

1.1%

3.4%

3.8%

2.6%

2.1%

1.0%

0.6%

0.1%

0.0%

0.0%

2.5%

2.2%

1.4%

0.8%

0.5%

0.5%

0.1%

0.1%

0.0%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 24 -



（２）リース支払額  （第3表、第30図） 

産業別にみると、生産用機械が60億9519万円（構成比12.2％）と最も多く、次いで電子部品50億890万

円（同10.1％）、化学44億5341万円（同8.9％）の順となっている。 

産業3類型別構成比をみると、基礎素材型産業39.0％（194億2781万円）、加工組立型産業37.1％（184億

9618万円）、生活関連・その他型産業23.9％(118億9028万円)となっている。 

前年と比べると、24産業のうち14産業が減少し、10産業が増加した。減少した産業は、情報通信機械59

億681万円（▲92.1％）減、生産用機械10億9118万円（▲15.2％）減、化学8億675万円（▲15.3％）減な

どであった。一方、増加した産業は、電子部品28億4466万円（131.4％）増、窯業・土石10億5613万円

（76.8％）増、プラスチック製品8億6413万円（29.1％）増などであった。 
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